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１．はじめに 

 

交通渋滞や地球環境問題を解決すべく様々なTDM

（交通需要マネジメント）の施策がとられ，自動車

利用から公共交通への転換を図る試みが行われてい

る．とりわけ地球環境問題については，2005年2月

に京都議定書が発効し，わが国は1990年比で温室効

果ガスを6％削減することが求められていることか

ら，CO2の削減が急務となっている． 

こうした中，ひとりひとりが過度の自動車利用を

やめ，電車やバスなどの公共交通の利用を促進する

ための情報提供やコミュニケーションを軸とした交

通施策であるMM（モビリティマネジメント）という

考え方が最近注目を集めている1)．そして，職場や

学校教育，地域などを単位としたMMの取り組みがな

されるようになってきた．阪急電鉄沿線においても，

兵庫県の川西猪名川地域において，ニュータウンの

住民を対象にMMが実施された2)． 

本研究は，阪急電鉄が交通事業者として，阪急電

鉄のホームページのメール会員を対象に，MMの考え

方に基づいた取り組みを実施した結果を報告するも

のである．以下に，取り組みの内容，その結果，今

後の課題などをまとめる． 

 

２．取り組み内容 

 

（１） 概要 

 阪急電鉄では，阪急電鉄グループで提供するサー

ビスに関する情報提供などを目的としてホームペー 
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ジ上で「@Hankyuメール会員」を組織し，各種情報

提供のほか阪急電鉄で提供するサービスに関する評

価のアンケート調査などを行っている．約27,000名

の方が@Hankyuメール会員に登録いただいており，

そのうち約7割が阪急沿線に居住されている． 

 そこで阪急電鉄では，この@Hankyuメール会員を

対象として，過度な自動車利用の抑制と，転換した

交通行動の受け皿として鉄道を中心とした公共交通

の利用促進を図るべく，鉄道事業者としてMMの考え

方にもとづく取り組みを実施した． 

 なお，対象となるメール会員は，インターネット

を活用できる環境を保有しているので，WEBを活用

したアンケート形式の働きかけを行った． 

 

（２） 取り組みの流れ 

 まず，2004年10月に@Hankyuメール会員を対象に，

第1回のアンケート回答の依頼のメールを送付した．

そして，WEB上で交通行動や交通行動転換の意思な

どを入力してもらうとともに，CO2排出量やカロリ

ー消費量などの情報をフィードバックした（以上WA

VE1）． 

 次に，WAVE1の回答者の中で電車の利用のない人

から100人を選定し，電車の利用を経験していただ

くことを目的として，阪急全線を1回乗車すること

ができる乗車券を送付した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 取り組みの流れ 

@Hankyu メール会員 
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 さらに，WAVE1の回答者に対して，2004年11月に

第2回のアンケート回答の依頼のメールを送付した．

そして，WEB上で再度交通行動を入力してもらうと

ともに，第1回の回答結果や第2回の交通行動の入力

から算出したCO2排出量などの情報をフィードバッ

クした（以上WAVE2）．以上の流れを図-1に示す． 

 

（３） WEBの内容 

（ａ）WAVE1 

 まず，普段の平日と直近の休日1日の交通行動

（交通手段ごとの利用時間）を入力してもらった

（図-2）．そして，各交通手段の利用時間に交通手

段ごとの原単位を掛け合わせることで，1日あたり

の交通行動によるCO2排出量やカロリー消費量を画

面上にフィードバックした（図-3）．あわせて，CO

2排出や交通事故，消費カロリーに関する豆知識を

表示することで自動車利用を抑制しようとする行動

意図の形成を促すようにした（図-4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 交通行動入力画面 

 

 

 

 

 

 

図-3 フィードバック画面 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 豆知識表示画面 

 さらに，自動車利用を抑制するためにできること

や，自動車の利用時間の抑制目標（何％程度減らす

ことができるか）を入力してもらうようにした

（図-5）．あわせて，公共交通を利用するために便

利なサービス（企画乗車券や端末に利用するレンタ

サイクルなど）の情報を提供した（図-6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 自動車利用抑制に関する入力画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  情報提供の画面 

 

（ｂ）WAVE2 

 まず，WAVE1と同様，普段の平日と直近の休日1日

の交通行動を入力してもらった．そして，今回の交

通行動の入力からCO2排出量やカロリー消費量を表

示するとともに，WAVE1の全回答者の結果を表示す

ることで自分の結果を比較できるようにした（図-

6）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 WAVE1の結果のフィードバック画面 



３．取り組みの結果 

 

（１） 回答数 

WAVE1については，@Hankyuメール会員（約27,00

0人）に一斉にアンケート回答の依頼メールを配信

し，そのうち2,205の回答があった．WAVE2について

は，WAVE1の回答者を対象にアンケート回答の依頼

メールを配信し，そのうち1,645の回答があった．

回答者数と回答率を表-1に示す． 

 

表-1 回答者数と回答率 

 WAVE1 WAVE2 

配布メール数 約27,000 約2,150 

回答数 2,205 1,645 

回答率 約8% 約77% 

 

（２） 回答者属性 

回答者の属性としては，男性が約6割とやや多く，

年齢では30歳代・40歳代が多く，職業としては会社

員が約半数を占め，ついで主婦が多かった．最寄駅

としては阪急電鉄の神戸線・宝塚線・京都線と沿線

外がそれぞれ2割強となっており，また6割強の人が

免許及び自動車を所有している（図-7）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 回答者の属性 

 

（３） 交通行動見直しの意図と実際の行動 

WAVE1での今後の交通行動の見直しの意図につい

ての回答を図-8に，WAVE2でのWAVE1以降実践したこ

とについての回答を図-9に示す．これを見ると，近

いところの徒歩・自転車での移動，電車・バスの利

用，自動車の利用の抑制などが意図され，かなり実

践されたことがわかる．また，近いところの徒歩・

自転車での移動は，意図し実践した人が多いのに対

し，電車・バスの利用は意図はしたが実践した人は

やや減っていることがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 交通行動見直しの意図 

 

 

 

 

 

 

図-9 実践したこと 

 

（４） 交通手段ごとの利用時間の変化 

WAVE1・WAVE2 の両方に回答いただいた方 1,645

人のうち，旅行や長距離ドライブ，ハイキングなど

の特異事象の影響を排除するため，鉄道・徒歩・自

転車については 1日あたりそれぞれについて 180 分

以上の利用，車については 1日あたり 360 分以上の

利用の回答内容のサンプルを取り除いて評価した．

その結果，回答総数 1,645 のうち，1,460 を有効回

答として集計した． 

（ａ）平日について 

 通常の平日の交通手段ごとの利用時間を WAVE1，

WAVE2 それぞれの段階で入力してもらった．その結

果を表-2 に示す． 

 

表-2 交通手段ごとの利用時間の変化（平日） 

 

 

 

 

 

 

これからの交通行動を見直そうと思いましたか（複数回答可）

421

516

584

190

38

0 100 200 300 400 500 600 700

クルマの利用を少しでも

控えようと思った

できるだけ電車やバスを

利用しようと思った

近いところは徒歩・自転車で
移動しようと思った

交通行動を見直したいが
難しいと思った

交通行動を見直そうとは
全く思わなかった

（人数）

第1回のアンケート以降、何か実践したことはありますか（複数回答可）

341

266

501

137

118

140

0 100 200 300 400 500 600

クルマの利用を少しでも控えた

電車やバスの利用が以前より
増えた

近いところは徒歩・自転車で
移動するようになった

交通行動を変えられるか検討したが
できることがなかった

以前からクルマを利用していなかったので
実践することがなかった

交通行動を変えられるか
特に検討しなかった

（人数）

WAVE1
(分):a

WAVE2
(分):b
増減率
(b-a)/a

全回答者N=1,460 15.9 15.7 -1.3%
チケット送付者N=100 29.3 25.6 -12.6%
全回答者N=1,460 41.0 41.6 1.5%
チケット送付者N=100 4.7 14.8 214.9%
全回答者N=1,460 8.6 10.6 23.3%
チケット送付者N=100 11.3 15.6 38.1%
全回答者N=1,460 23.3 27.9 19.7%
チケット送付者N=100 15.9 23.7 49.1%

平日

自動車

電車・バス

自転車

徒歩

性別

男性

61%

女性
39%

年齢
20歳未

満 

3% 20歳代
11%

60歳以

上
9%

50歳代
14%

40歳代
32%

30歳代
31%

職業

学生

5%

主婦

19%

その他

19%

会社員

57%

最寄駅

京都線

25%

沿線外

22%

宝塚線

20%

神戸線

24%

梅田・

中津・

十三

9%

車の運転

しない
37%

する
63%



表-2より，自動車利用時間，電車・バス利用時

間ともほとんど変化がないのに対し，自転車・徒歩

の時間は2割前後増加している．これは，自動車か

ら公共交通への転換については，平日は通勤・通学

などが多く，行き先や業務の内容などにより交通手

段の選択に制限がある中，転換しにくいことが推察

される．一方，自転車・徒歩の時間が増加したのは，

WAVE1での交通行動によるカロリー消費の情報提供

により，近いところは自転車・徒歩で移動するよう

になったものであると考えられる． 

また，全線1回乗車券を送付した人（N=100）で

は，自動車利用時間が1割強減少し，電車・バス利

用時間は2倍強に増加した．もともと電車・バス利

用のほとんどない人を抽出して乗車券を送付したた

め電車・バス利用時間の増加は多めに出ることが考

えられるが，乗車券の配布は一定の効果があったも

のと考えられる． 

（ｂ）休日について 

 直近の休日についても同様に入力してもらった．

その結果を表-3 に示す． 

 

表-3 交通手段ごとの利用時間の変化（休日） 

 

 

 

 

 

 

表-3より，電車・バス利用時間がほとんど変化

がないのに対し，自動車利用時間が2割強減少して

いる．休日は買物やレジャーなど自由目的のトリッ

プが多く，行き先を変更したりまとめて用事を済ま

すことなど工夫することで自動車利用時間を抑制し

たものと推察される．自転車・徒歩の時間も平日同

様増加している． 

また，全線1回乗車券を送付した人（N=100）で

は，電車・バス利用時間が大きく増加している上，

自動車利用時間の減少や自転車利用時間の増加も全

回答者よりも大きく出ており，乗車券の配布は一定

の効果があったものと考えられる． 

 

（５） 取り組みの評価 

休日の交通行動を見ると，自動車利用の削減に

ついて一定の効果があることがわかった．ただし，

電車・バスの利用時間は伸びておらず，近距離の移

動を自転車・徒歩で行った結果であると思われる． 

チケット配布については，休日のみならず平日

においても自動車利用抑制と電車・バス利用促進の

効果があった．これは，CO2排出量や公共交通に関

する情報提供により行動意図が活性化された中，行

動変容につながるきっかけとしての役割を果たした

ものと思われる． 

また，これら一連の働きかけをWEBで行ったこと

により，入力結果のフィードバックが即時に行えた

ことに加え，アンケート票配布や回収，データ入力，

集計の手間が大幅に削減できたことは評価できるも

のと考える． 

 

４．今後の課題 

 

本研究では，交通事業者が主体的にMMに取り組

むことで，自動車利用の削減について一定の効果が

あることを検証することができたとともに，今後の

取り組みに対して以下のようないくつかの課題があ

ることが明らかになった． 

・ 本研究では阪急電鉄に対して好意的な@Hankyu

メール会員を対象としたため，取り組みに対す

るリアクタンスはほとんどなかったが，今後は

リアクタンスを生まないよう，提供する情報の

内容や表現方法を慎重に検討すべきである． 

・ リアクタンスを避け，また，広範囲に効果的に

MMを実施するために，地元自治体や日本民営鉄

道協会，スルッとKANSAIなどの組織と連携して

取り組みを行うことも検討すべきである． 

・ 自動車利用の削減を公共交通の利用促進に効果

的につなげるためには，公共交通のサービス水

準の向上やインセンティブ付与を組み合わせる

ことを検討すべきである． 
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WAVE1
(分):a

WAVE2
(分):b
増減率
(b-a)/a

全回答者N=1,460 46.4 35.5 -23.5%
チケット送付者N=100 67.7 39.0 -42.4%
全回答者N=1,460 32.6 32.5 -0.3%
チケット送付者N=100 4.4 20.7 370.5%
全回答者N=1,460 6.3 8.8 39.7%
チケット送付者N=100 4.3 7.6 76.7%
全回答者N=1,460 23.5 28.5 21.3%
チケット送付者N=100 17.4 21.1 21.3%
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